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白書策定の背景と目的、掲載内容

オープンイノベーション白書( 初版、第二版)
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第1章 イノベーションの重要性と変遷

1. イノベーション論の変遷
2. イノベーション論が実際にビジネスに活用されるケース
3. 本書で考えるイノベーションの定義と創出の類型
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1. イノベーション論の変遷

20 世紀 21 世紀

/

Å 製品・サービスの発明と発展
大量消費社会

Åイノベーションの定義 普及の仕方 産業への影響
イノベーションのマネジメント方法

Ṅ

Åデジタル技術 グローバル
スタートアップ

Å

進化した議論が登場

Åスタートアップのイノベーション創出手法新興国市場で
のイノベーション創出

20 世紀のイノベーション論の特徴 21 世紀のイノベーション論の特徴

イノベーション論は、20 世紀の定義・普及方法などの基本的な概念に関する議論から、21 世紀の新興国・
スタートアップなどの新たに台頭したプレーヤーの取り組みを踏まえた議論など社会環境の変化を受け発展した
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ケース イノベーション論 概要

V

V

V

V

V

10% V

V

V

V

V

V

V

2. イノベーション論が実際にビジネスに活用されるケース

イノベーション論は、経営、研究開発、改善・改良、新規事業開発など様々なケースで活用することが可能だが、
自社のビジョンや戦略やリソースなど踏まえ、個別の状況に即して選定し、導入にも工夫が必要である
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3. 本書で考えるイノベーションの定義と創出の類型: イノベーションの枠組み

イノベーション創出のための活動 ビジネス( 製品・サービス) 社会もしくは市場に対する変化

Input Output Outcome

V開発などの活動を通じて、利用可能なリソースや価値を効果的に組み合わせることで、
Vこれまでにない( あるいは従来から大きく改善された) 製品・サービスなどの「価値」を創出・提供し、
Vグローバルに生活様式あるいは産業構造に変化をもたらすこと

イノベーション創出の枠組み整理

その成果・事象がイノベーションとなるためには、活動(Input ) とその結果となる製品・サービスなどの
ビジネス(Output ) の創出だけでなく、市場に変化をもたらすというOutcome を含めたデザインをすることが肝要

企業などの活動実施主体が実現するイノベーションとは

提供者 需要者

価値提供の手段
価値提供先のターゲットマーケティング

価値を提供する
製品・サービス

イノベーションの創出の枠組みにはInput ・Output ・Outcome の3つの視点があり、
イノベーションを実現するには、社会・市場への影響を考慮することが肝要となる
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3. 本書で考えるイノベーションの定義と創出の類型: イノベーションの創出類型

1900 年代 2000 年代

1900 年- 1949 年 1950 年- 1999 年 2000 年- 2019 年

イノベーション創出のパターン

Å

Å 21 3

Å

Å

Å

Å

Å

Å

1 2 IT IT

発明によって創出される、それまで
世界にはなかった製品・サービスの登場

大資本企業による大量生産で、世界に
展開・普及させる大量消費を実現

スタートアップやデジタルを活用、効率
的・スピーディーに世界へ価値を展開

(1 -2 )(5 -10 )

発明牽引型の
イノベーション創出

普及・展開型の
イノベーション創出

21 世紀型の
イノベーション創出

「イノベーション」とされる製品・サービスは社会環境の変化に伴い質的に変容してきたが、
発明牽引型、普及・展開型、21 世紀型という3つに類型化することができる
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3. 本書で考えるイノベーションの定義と創出の類型: イノベーション創出にあたり考えるべきポイント

製品・サービスがイノベーションかの視点 イノベーションとなる例 イノベーションになりきらない例

新たな価値・アイデアを創出する
( )

価値をマネタイズさせるビジネスにする

人々の生活様式・産業構造を変革する
BtoC Ṅ

BtoB

変革の対象がグローバルである

イノベーションのスパイラルアップの礎となる

( )

Å Ṅ
( )
Å

(1980 )

Å

(YouTube )

BtoC:

BtoB :

Å

( SNS )

Å SNS

Å

( )

Å

(
)

Å Ṅ
(

)
Å

( )

Å

( )

Å

( )

Å

(Uber )
Å

( )
Å

(ERP )

イノベーション創出には「新たな価値・アイデアの創出」、「価値をマネタイズさせるビジネス」、「人々の生活様式・産
業構造の変革」、「変革の対象がグローバル」、「イノベーションのスパイラルアップ」という5つの視点が重要である



第2章 各国・各業界のイノベーション創出の経緯

1. マクロ環境の変遷
2. マクロ環境の定量指標
3. 各国におけるイノベーション政策
4. 各業界の歴史的変遷
5. 世界のイノベーション・エコシステム
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1. マクロ環境の変遷: 社会環境の変化によって生じるイノベーションへの影響

1900 年-1949 年 1950 年-1999 年 2000 年-2019 年

V

V

V

V

V

V FTA

V

V

V V

V

V

V

V

V

V

V

V

V

V

V

V

V

V

V IT

V

V1to1

V R&D

社会環境の変化は、先進国・新興国における市場拡大、新しい技術を用いた製品・サービスの開発、新しい需要・
市場の創造など、イノベーションが実現される前から実現後の世界への普及まで、様々な局面で影響を与えている
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現状 概要

産
業
構
造

V GDP 7

V

GDP V 3 GDP

社
会
構
造

V

2. マクロ環境の定量指標 分析に基づく日本の産業構造・社会構造の現状

日本の産業は、製造業の競争力が高く、大企業が経済に対する影響力が高いという特徴がある
日本社会は、超高齢化社会の到来・人口減少などの社会課題に直面しており、その対応が急務となっている



13

日本の産業構造について(1/2 )

日本の産業構造の特徴は、産業がサービス業にシフトしていること、大企業にリソースが集中していること、
大企業が経済に大きな影響を及ぼしていることの3点があげられる

20171990

20171990

62%38% 68%32%

72%28%58%42%

世界のGDPに占めるサービス業の割合

日本におけるGDPに占めるサービス業の割合

0.3% 99.7% 62%38%

51% 49%

企業数の割合 従業員数の割合

付加価値額の割合

11.8%

24.6%
28.4%

44.3%

GDPに占める売上トップ10 企業の
売上合計の割合

: United Nations ¬GDP/breakdown at current prices in US Dollarsº 2019 2013
( ) ( )

アメリカ 日本 ドイツ 韓国

GDP 19.3 4.8 3.7 1.5

10 2.2 1.1 1.4 0.6

( )
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日本の産業について(2/2)

日本の産業構造は、世界第3位の規模のGDPを持つが、生産性・収益性が低い傾向がある
GDP 4 GDP 6% 3

8.1 OECD 36 21
14 1990

ROA ROE
q 1.14

GDP 3 GDP

主要国のGDP 主要国企業の平均的収益性と株価水準

(10 )

主要先進7ヶ国の就業者一人当たりの
労働生産性の順位の変遷

( ) 国名 企業数 ROA 売上
利益率

トービン
のq

ROE

3,284 14% 15% 2.46 15%

336 14% 15% 1.79 14%

630 12% 12% 2.21 18%

420 11% 11% 1.50 14%

336 11% 11% 1.10 11%

462 11% 11% 1.37 11%

168 10% 13% 1.06 10%

287 10% 16% 1.94 16%

2,086 9% 9% 1.14 7%

10,830 12% 12% 1.77 13%

: 29 GDP 2017 12 2017
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日本の社会構造について

日本の社会構造は、人口減少、超高齢化社会の到来、インフラクライシスといった社会課題が顕在化している
2010 1 2805 2050 1

( 65 )
2030 30%

( ) 20 50

主要国の人口推移 社会資本の老朽化の現状と将来予測主要国の高齢化率

58%

21%

62%

42%

63%

32%

8%

42%

27%

39%

17%

4%

32%

20%

25%

0% 20% 40% 60% 80%

⅝╞

♩fiⱠꜟ

2018 3

2023 3

2033 3

: Max Roser ¬Future Population Growthº 2020 2019
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日本

アメリカ

中国

ドイツ

イギリス

イスラエル

クラスターネットワークを重視したイノベーション創出
Å

大学起点の研究開発
Å

Å

人材育成の強化
Å

(STEAM)

海外から資金呼び込み
Å

M&A

VCへの投資
Å VC

企業への研究開発支援制度
Å SBIR
Å

クラスターネットワーク形成
Å

基礎から応用までカバーする研究開発支援
Å

イノベーション創出人材の育成
Å

クラスターネットワークの活性化
Å

高度人材呼び戻し
Å

政府主導による研究開発
Å

中小企業支援によるイノベーション創出
Å

3. 各国におけるイノベーション政策

国 政策の特徴 国 政策の特徴

各国のイノベーション政策は、歴的変遷を踏まえた自国の強みを考慮し、「スタートアップ」、「研究開発」、
「クラスター形成」、「海外資金呼び込み」などイノベーションを生み出すための軸足を定め策定されている
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4. 各業界の歴史的変遷

業界 1950 年代以前 1960 年代 1970 年代 1980 年代 1990 年代 2000 年代 2010 年代

自働車
発明牽引型 普及・展開型 21 世紀型

V V V V

装置

発明牽引型 普及・展開型 21 世紀型

VNC VNC MPU VCNC V

半導体

発明牽引型 普及・展開型

V

IC
VIC( ) PC

MPU
V MPU

PC
V

化学・
素材

発明牽引型 普及・展開型 21 世紀型

V V V V

製薬
発明牽引型 普及・展開型 21 世紀型

V V V V

ICT

発明牽引型 普及・展開型 21 世紀型

V V PC V

SNS
V

ゲーム

発明牽引型 普及・展開型 21 世紀型

V V V V

小売
発明牽引型 普及・展開型 21 世紀型

V V V VEC

各業界において、発明牽引型・普及展開型・21 世紀型といったイノベーションの類型は、
時代毎に変遷しており、業界によって進み方は異なるという傾向がある
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5. 世界のイノベーション・エコシステム

地域 産業 学術機関 行政機関

ニューヨーク

深圳

バイエルン州

地場の既存産業と連携
Å

スタートアップを立ち上げやすい環境
Å No.1

重工業大手と中小企業との連携
Å IT

地場の既存産業との連携
Å

Å

大学誘致、海外連携
Å

Å

学術機関による支援
Å

Å

大学誘致

スタートアップによる地域振興政策
ÅNewYorkWorks

州運営のVC
Å

スタートアップの積極支援
Å

Å

ロンドン

イスラエル

地場の既存産業と連携
Å IT

スタートアップで働きやすい環境
Å No.1
Å

世界有数の研究機関の支援
Å

TechCity 構想
Å IT
Å

世界的なIT 企業の研究拠点の活用
ÅIntel Cisco Motorola

国外への積極的な展開
Å

理数系教育強化
Å

積極的な海外資金、起業誘致
Å IT
Å

兵役による科学知識習得機会提供
Å

急成長を遂げているイノベーション・エコシステムでは、近隣の企業・大学と連携し、地域で固有に形成された産業
に関連するスタートアップが誕生しており、地域に根付いている産業・資産を有効活用しているという特徴がある



第3章 日本におけるイノベーション創出の現状

1. 日本企業のイノベーション創出状況
2. 日本企業のイノベーションに対する取り組み状況
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イノベーションの類型 日本企業によるイノベーションの創出状況

V

ü BtoB :

ü BtoC :

V

V =

V

ü BtoB :

ü BtoC :

V

V

21

V 3
GAFA

V 21

1. 日本企業のイノベーション創出状況

日本企業は、過去に発明牽引型のイノベーションを創出し、普及・展開型のイノベーションによって競争力を維持し
ている企業がいる一方、多くの企業が発明牽引型・普及展開型・21 世紀型のイノベーション創出に苦戦している
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日本におけるプレゼンスの低下を示すデータ

イノベーション創出状況に関する世界の評価、時価総額などを見ると、日本のプレゼンスは低下傾向にある
The Global Innovation Index

10
IT

1980

Global Innovation Index
10

1980
GAFA

The Global Innovation Index に基づいた
国別イノベーションランキング

: WIPO, INSEAD ¬The Global Innovation Indexº 2011-2019
Research Affairs ºTen Largest Market Cap Stocks in the world, January 1 of each year,1980-2018º2018

2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年

1

2

3

4

5

10

(12 ) (15 ) (14 ) (13 ) (12 ) (16 ) (14 ) (11 ) (14 )

(14 ) (17 ) (15 ) (15 ) (19 ) (21 ) (17 ) (13 ) (15 )

(20 ) (25 ) (22 ) (21 ) (22 ) (25 ) (22 ) (17 )
-

(29 ) (34 ) (35 ) (29 ) (29 )
- - - -

世界の時価総額トップ5企業の推移(1980 -2019)

中央研究所を抱える
大企業が時価総額トップ

ベンチャー企業から成長を
遂げたGAFA がトップを牽引

No 1980 年 1990 年 2000 年 2010 年 2019 年

1 IBM NTT
General
Electric

Exxon
Mobil

Microsoft

2 AT&T
Cisco
Systems

CNPC
(

)
Apple

3 Exxon
Exxon
Mobil

Apple Amazon

4
Standard
Oil

Pfizer
BHP
Billiton

Alphabet

5
Schlum
berger

Microsoft Microsoft
Berkshire
Hathaway

Japan as 
No.1

1900 年代 2000 年代
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日本における発明牽引型のイノベーションの創出状況

内視鏡 インスタントラーメン マンガ・アニメ 新幹線 トヨタ生産方式

ウォークマン ウォシュレット 家庭用ゲーム機・ソフト 発光ダイオード ハイブリッド車

: 100 10

日本における戦後のイノベーション事例

戦後の日本においては、世界を席巻する様々な発明牽引型のイノベーションが創出されたが、現在は新しい発明
の余地が少なくなり、日本のみではなく世界中の企業が、新しい製品・サービスの創出に苦慮している
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日本における普及・展開型のイノベーションの創出状況

取引形態 商材 業界 イノベーション事例 製品 トップシェア企業

BtoB 1970

1960

1960

1990

1990 LED

2000 CMOS

BtoC 1930
1990

1990

1970

1980

日本でイノベーションを創出し、世界市場で競争力を維持し続けている業界

: 2012 -2019 100

日本の企業には、過去に発明牽引型のイノベーションを生み出し、現在でも普及・展開型のイノベーションを繰り返
しながらトップシェアを獲得するなど、継続的に競争優位を維持している企業が存在している
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21 世紀型のイノベーション創出状況

:  CB Insights ¬Global Unicorn Club: Private Companies Valued at $1B+º (2019)

102

21

18

11

10

5

5

3

41

日本のユニコーン化したスタートアップは、AI ・モバイル・フィンテックなど様々な分野から登場
AI: Preferred Networks   Ḳ : QUONIE

0 50 100 150 200

AI

207

分類別・国別ユニコーン企業数（2010 ～2019 ）

日本には独自の強い技術を有する3社のユニコーン企業が輩出されているが、GAFA に伍する数億規模のユー
ザー獲得までには至っていない。日本の21 世紀型のイノベーションの実現は道半ばの可能性がある
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日本の現状 調査結果

経営

Å 50%
34% 16%
Å5

Å

Å

Å

研究開発・
知財

Å GDP

Å

Å

Å

人材

Å

Å

Å

スタートアップ

Å

Å VC M&A

2. 日本企業のイノベーションに対する取り組み状況

日本企業のイノベーション創出に向けた取り組みは、研究開発・知財では、高い研究開発能力があることがわかっ
た一方、イノベーションやオープンイノベーション、人材、スタートアップなど発展段階にあるという状況が示された
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日本企業の研究開発・知財におけるイノベーションに対する取り組み状況(1/3)

日本企業の研究開発費の総額、研究開発の人員数は、主要国の中でもトップレベルの規模となっている
2017 13.8 2009

49.9 105 97 3

主要国の企業部門の研究開発費( 名目額)
( )

企業部門の研究開発人員
( )

: 2019 2019
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日本企業の研究開発・知財におけるイノベーションに対する取り組み状況(2/3)

日本企業の研究開発能力を示す論文数、特許出願数は、いずれも高いレベルとなっている
1980 2000 2

27.1%

: 2019 2019

論文数シェア
( 全分野、整数カウント、3年移動平均)

論文数シェア
( 全分野、分数カウント、3年移動平均）

パテントファミリー数シェア
( 整数カウント法)

パテントファミリー＋単国出願数シェア
( 整数カウント法）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

0

5

10

15

20

25

30

35

40

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0



28

0

20

40

60

80

100

1981 85 90 95 00 05 10 2017

0

20

40

60

80

100

1981 85 90 95 00 05 10 2017

0

20

40

60

80

100

1981 85 90 95 00 05 10 2017

0

20

40

60

80

100

1981 85 90 95 00 05 10 2017

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

1981 85 90 95 00 05 10 2017

0

20

40

60

80

100

1981 85 90 95 00 05 10 2017

日本企業の研究開発・知財におけるイノベーションに対する取り組み状況(3/3)

日本企業の研究開発・知財の領域では、博士号取得者数の減少、研究開発の従事時間の減少、
研究開発の国際化の遅れなどが課題となる

1.5 8.3 5.3
2

2003 46.5Ṿ 2018 32.9%
33.9Ṿ 68.1% 64.1%

: 2019 2019
2019

主要国の博士号取得者数

( )

90

80

70

60

50

40

30

20

0

46.5 

39.1 

35.0 
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論文共著形態の割合
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日本企業の人材におけるイノベーションに対する取り組み状況

日本企業の人材に関しては、人材の流動性の低く、外国人労働者の割合が低く、突出した人材に対する評価・報
酬を与えるという制度が整っていないなど、様々な問題が生じている

勤続年数別雇用者割合 日本とアメリカの賃金階級、
年齢ごとの賃金の推移

外国人労働者の割合

(%)

: 2018 30 2019
VISUAL CAPITALIST ¬US income by ageº 2018
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日本企業の経営におけるイノベーションに対する取り組み状況(1/3)

日本企業は、リスクの伴う投資や研究開発、新製品・サービスの開発などの取り組みが消極的な傾向がある

/

研究開発の内訳 大企業・中小企業の新製品・サービスの開発
に関する取り組みの状況

5年前と比較した研究開発の内容の変化

: (2019 ) OECD¬INNOVATION INDICATORS º(2017)
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日本企業の経営におけるイノベーションに対する取り組み状況(2/3)

日本企業では、オープンイノベーションに対する取り組み・投資・人員数は、諸外国と比較し低い水準となっている

1-5 60% 6-10 5%
11-20 14% 21 9%

オープンイノベーション活動の実施率 オープンイノベーション活動に
従事するフルタイムの人員数

日本と欧米企業のオープンイノベーション活
動に費やした予算の割合

: 54 1 2017
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日本企業の経営におけるイノベーションに対する取り組み状況(3/3)

日本企業の中で、オープンイノベーションの取り組みから成果とリソースを獲得している企業が現れている一方、
オープンイノベーションの活動を実施していない企業も多く存在している
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33
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1
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35

72

4
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オープンイノベーション実施によって得られた効果 オープンイノベーション実施によって得られたリソース
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日本企業のスタートアップに関する取り組み状況(1/2)

日本における起業意識、開業率はそれぞれ他国と比較しても低い水準となる
75% 21.6 % 30% 36%

37% 40
5.2Ṿ 9.3% 14.3Ṿ 12.4Ṿ

: 2019 2019
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日本企業のスタートアップに関する取り組み状況(2/2 )

日本におけるVCの投資額、スタートアップの買収件数はいずれも、低い水準となる
VC 2012

15 1,473 704 24

VC

: 2019 (2019 )
30 2019

VC投資の国際比較（金額：円換算） スタートアップの大企業による買収件数
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第4章 国内・海外のイノベーション推進事例

1. 国内企業の取り組み事例
2. 海外企業の取り組み事例
3. 国内外のエコシステムの取り組み事例
4. 日本のイノベーション創出に関する特徴と方策について
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産業 業界 企業名 イノベーション創出に向けた主要な取り組み

V

HILLTOP

V HILLTOP 

System

V 24

V

V

V UV-LED( LED)

V UV-LED

V

V

V

V Agposs ( )

V

hamon

V ( )

V TaNeDS( )

V

V

1. 国内企業の取り組み事例(1/2)
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産業 業界 企業名 イノベーション創出に向けた主要な取り組み

ICT

V 2009

V IoT Lumada Lumada

V CtoC EC

V

V BtoBtoC

V

NTT

V

V 39work

V

V

&

V

V ID Ṅ ( )

1. 国内企業の取り組み事例(2/2 )
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三井化学は、日本の近代化を支えた石炭化学事業に端を発し、1912 年に創業された化学メーカー
業績悪化を機に、抜本的構造改革を推進
既存技術の融合のみならず、社会課題解決に根ざした次世代事業の創出の一環として、エネルギー分野、医
療分野などにおける、既存技術とIT を掛け合わせた高付加価値のサービス提供など、これまでにない形態のイ
ノベーション創出を推進

国内企業の取り組み事例詳細 三井化学

三井化学の取り組み概要 三井化学の成果と成功要因

Å

2014

Å &
3

Å 4

長期的な視点と短期的視点を合わせて事業計画
Å

3 10

組織における人材の多様性を促す仕組みの構築
Å

Å

アウトサイドイン型・インサイドアウト型の
オープンイノベーションの戦略的な使い分け
Å

: HP
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ミツフジは、西陣織の帯屋として創業、糸に銀メッキを施した機能繊維「Agposs ( エージーポス) 」による抗菌
靴下をはじめ、コア技術をもとに事業領域を柔軟に拡大
銀メッキ繊維でつくられた着衣型ウェアラブルデバイスを開発、心拍などの生体データの収集から解析までをワ
ンストップで提供するサービス「hamon 」を展開

国内企業の取り組み事例詳細 ミツフジ

ミツフジの取り組み概要 ミツフジの成果と成功要因

Å

hamon

Å

Ṅ

革新的なビジネスモデル
Å

演繹と帰納の両面からのアプローチ
Å

適切な外部連携の推進、多様なスキルの人材採用
Å

Å

: HP
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携帯電話サービスを軸とした通信事業のほか、動画、音楽、電子書籍などのコンテンツ配信や金融・決済サービ
スなどを提供する「スマートライフ事業」にも注力
次世代移動通信サービスである5Gをはじめとしたデジタル領域において、パートナーとの協創を通じてオープン
イノベーションを推進し、社会課題解決を視野に入れたイノベーション新規事業創出を推進

国内企業の取り組み事例 詳細 NTT ドコモ

NTT ドコモの取り組み概要 NTT ドコモの成果と成功要因

Å2010

Å

Ṅ

NTT ドコモの協創イノベーション

Å

Å

イノベーション創出プロセス

Å

: NTT HP

39works

TOPGUN

docomo LAUNCH
CHALLENGE
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2. 海外企業の取り組み事例(1/2)

国 業界 企業名 イノベーション創出に向けた主要な取り組み

Thermo 

Fisher 

Scientific

V

V Innovation Grant Program

PayPal

V

V 5 -10 Horizon3

V

Bayer
V

V

Merck

V

V

ICT

Cisco 

Systems

V 2014

V

V

SAP

V

V

3

Deposit 

Solutions

V 2 (

) BtoBtoC

V
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2. 海外企業の取り組み事例(2/2 )

国 業界 企業名 イノベーション創出に向けた主要な取り組み

ICT Lenovo

V 2004 IBM PC IBM PC

PC

V

V

DJI

V

V
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Merk は、製薬業界における激しい競争環境の変化に危機感を覚え、ヒエラルキー意識の強い企業から、ボト
ムアップの活動を進める企業体質への変革を目指し、取り組みを推進
イノベーションセンターが、スタートアップとの連携や研究開発成果のスピーディーな市場投下など新しいイノ
ベーション創出手法を全社各部門に浸透
市場の変化を見据え、メガトレンドを注視し、新しいアイデア創出のための観点として取り組みを推進

海外企業の取り組み事例詳細 Merck

Merck の取り組み概要 Merck の成果と成功要因

Å

Å

ヒエラルキー構造の変革
Å

Å

Å

本社とイノベーションセンターの連携
Å

市場の変化を見据えた取り組みの推進
Å

: Merck HP
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Cisco Systems は、ネットワーク関連機器を製造・販売するハードウェアメーカー
2014 年頃からソフトウェア関連の技術力強化に向けたスタートアップとの協業を積極的に推進
クラウドやサイバーセキュリティなどのソフトウェアサービスを、サブスクリプションやライセンシングによって提供する
ビジネスモデルに転換
技術シーズ探索を行う際には、各拠点のアクセラレータを活用し、効率的に投資を推進

海外企業の取り組み事例詳細 Cisco Systems

Cisco Systems の取り組み概要 Cisco Systems の成果と成功要因

Å

Å

Å

技術開発プラットフォームのオープン化
Å

Å

効果的なアクセラレーターの活用
Å

各地域イノベーションセンターを中心とした
産学官連携の推進
Å

: Cisco Systems 
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2004 年にIBM のPC事業を買収したことを契機に、IBM からPC製造に関する知識とノウハウを吸収し製品開
発・生産力を向上させることでPCメーカーのグローバルブランドを確立
世界各国の拠点において、イスラエルなど高度な技術力を有する現地スタートアップとの連携を積極的に推進
しており、長期的な競争力強化に寄与
トップダウンとボトムアップの協調を重視し、全社員が目指す方向性を理解し、主体的に行動しアイデアを創出

海外企業の取り組み事例詳細 Lenovo

Lenovo の取り組み概要 Lenovo の成果と成功要因

ÅPC
Lenovo

Å IBM

Ṅ

ÅIBM PC
PC

国境を越えたスタートアップとの連携
Å

Å

Å

10Ṍ15

トップダウンとボトムアップの協調
Å

ÅLenovo

Å

: Lenovo HP
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国 エコシステム名 イノベーション創出に向けた主要な取り組み

V 2016

20

V

IT

V

V (OIH)

MTZ

(Munich Technology 

Center)

V

VMTZ

VentureOut

V 2000

VVentureOut

Silicon Valley Forum

V

V 2000

VSilicon Valley Forum

Startupedia

Ṅ

CDI

(China Development 

Institute)

V Ṅ

VCDI

3. 国内外のエコシステムの取り組み事例
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現区長である長谷部健氏を中心に、区民がより住みやすい街づくりを目指して、2016 年に、区の最上位の計

画に位置付けられる「渋谷区基本構想」を20 年ぶりに改定

エコシステム形成を戦略的に行うのではなく、渋谷区に本質的に備わっていた多様性やストリート文化を保持・

活用し、企業や人材にとってよい環境づくりを推進させることによって、日本のIT 産業の発展を牽引するスター

トアップ集積地に成長

国内外のエコシステムの取り組み事例 詳細 渋谷区

渋谷区の取り組み概要

基本構想の改定
Å2016

産学官連携に基づいた社会課題解決
Å

S-SAP(
)

渋谷区の成果・成功要因

渋谷区は多様性を保持・活用する文化が
スタートアップを育成
Å

渋谷区によるさらなる戦略
Å

Å

: HP
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シリコンバレーは、数多くの半導体メーカー、コンピューター・ソフトウェア産業などが集積している世界有数のス

タートアップ・エコシステムの一つ

近年、VCファンドが急増しており、競争が激化、投資対象が特定の領域・企業に絞られる傾向にシフト

シリコンバレーでは、保守化が進む企業の登場、優秀な人材の流出など、環境変化に伴い新たな問題が発生

国内外のエコシステムの取り組み事例詳細 シリコンバレー

シリコンバレーの現状

多様なプレーヤーが密集しており、それぞれの組織間
でコラボレーションを進める文化が存在
Å

( )
Å 6,000

幅広く投資するスタイルから「選択と集中」へのシフト
Å

Å VC
1 10 2

Å

Å 10 VC

シリコンバレーの問題点

アントレプレナーシップや挑戦する文化の消失し、
その対応に追われる企業の登場
ÅIntel Cisco Sytems Microsoft

Å

シリコンバレーの物価上昇による優秀な人材流出とそ
の対応
Å

Å

Apple 25 (
2,600 )
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日本の現状 調査結果

経
営

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

ÅCVC

国内企業、海外企業へのヒアリング調査、座談会の結果をもとに、日本企業のイノベーション創出に向けた取り組
みの現状を経営、研究開発・知財、人材、スタートアップの観点から整理した

4. 日本のイノベーション創出に関する特徴と方策について(1/3)
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日本の現状 調査結果

研
究
開
発
・
知
財

Å

Å

Å

Å

Å

Å

人
材

Å

Å

Å

Å

Å

Å

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

4. 日本のイノベーション創出に関する特徴と方策について(2/3)
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日本の現状 調査結果

産
業

Å

Å

Å

Å

Å

社
会

Å Ṅ SDGs

国内企業、海外企業へのヒアリング調査、座談会での意見をもとに、
産業・社会構造に関する日本の現状を整理した

4. 日本のイノベーション創出に関する特徴と方策について( 3 /3)



第5章 日本のイノベーション創出に向けた課題と方策

1. 日本の現状を踏まえた成功の機会となる要素
2. 日本の特性を活用したイノベーション創出に向けた取組の方向性
3. イノベーション創出に向けた日本の目指すべき方向性
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1. 日本の現状を踏まえた成功の機会となる要素

日本の現状を踏まえると、イノベーション創出に向けて企業やスタートアップには成長の余地があり、製造業のモノ
づくりの力やリソース、大企業との連携、社会課題の解決といった日本の強みや成長となる機会が存在している

日本の現状 日本の強みや成長の機会となる要素

経営

V

V

V ① イノベーション創出に向けた意識や、取り組みの
改善を通じたさらなる進化の余地

研究開発
・知財

V

V

人材

V

V

V

スタート
アップ

V

V

V

② スタートアップ・エコシステム構築に成長の余地

産業

V GDP 7 ③ 日本の競争力の源泉は、製造業のものづくりの
力、リソース

V ICT

V

V 6 85%
④ 大企業が豊富に有するリソースと価値創出実績

社会
V

⑤ 日本は社会課題解決の機会が多数
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2. 日本の特性を活用したイノベーション創出に向けた取組の方向性

イノベーション創出に向けて留意すべきポイント
Å ( )
Å

Å

Å

日本の特徴・強みを活かしたイノベーション創出のポイント
Å

Å

Å

Å

実施主体および日本全体としての取り組みの方向性日本の強みや成長の機会となる要素

④ 大企業が豊富に有するリソースと
価値創出実績

③ 日本の競争力の源泉は製造業の
ものづくりの力、リソース

⑤日本は社会課題解決の機会が多数

産
業
・
社
会
構
造

産業

社会

ú

ú

① イノベーション創出の取り組みには
さらなる進化の余地

② 日本のスタートアップ・エコシステム
構築に成長の余地

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

創
出
環
境

企業・
研究機関

エコ
システム

日本の強みや成長の機会となる要素を踏まえると、イノベーションを効果的に推進する取り組みや製造業のビジネ
スモデルの転換、企業間の連携、市民を巻き込んだ社会課題の解決など有効な方策となるのではないかと考える
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Vイノベーションと認知される成果は時代とともに変化 最良とされる創出手段も変化

V 必ずイノベーションを創出するという万能薬は存在しない

V 企業の本質に立ち返り、取り組む

VGAFA Ṅ 21
自社の強みや競争環境を踏まえ、目指す方向性を決めること

イノベーション創出に向けた要点

イノベーションのあり方や最良となる戦略が常に変化する中で、大企業・中小企業・スタートアップ・行政など価値
創造の主体が、「ありたい未来」を描き、その実現に向けて連携しながら取り組むことが重要と考える

3. イノベーション創出に向けた日本の目指すべき方向性

V スタートアップが活躍しやすい環境をつくる

V大企業・中小企業とスタートアップがそれぞれの強みを活かしそれぞれの主体が連携しながら価値を創出

日本のイノベーション・エコシステムの構築に向けて

V 実現したい価値創出を第一
必要に応じてパートナーシップ・連携を推進

V

戦略的に遊びの余地を残し

オープンイノベーション創出に向けた要点
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